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本誌特別調査

2026年度
労働時間総合調査  
（労務行政研究所）

人的資本開示を
企業価値の見通し判断に資する情報へ

実務解説

2025年管理職構成の実態
実務資料

2026年年末一時金決定のための資料集
実務資料

療養・育児・介護により報酬が急減した被保険者の標準報酬月額の特例措置について
労働法令

支援体制の不備や会社の不十分な対応等を踏まえると、新卒2年目社員のうつ病発症による自死には業務起因性が認められる
（三田労基署長［ガス事業A社］事件　東京地裁　令 8. 4.13判決）

労働判例

●採用選考で不採用となった応募者から履歴書の返却を要求された場合、会社は応じる必要はあるか
●試用期間中に研修内容等をSNSで投稿した従業員を本採用拒否できるか
●入社時点で年休を付与している場合、入社日から数日間の連続した取得を拒否することは問題か
●人的資本開示における「研修費」は、どのように算定範囲を定めるべきか
●会社が利用を認めていない生成AIサービスを、私用端末で業務に利用している従業員への対応法
●通勤中に電動キックボードを未申告で使用しけがをした場合、通勤災害となるか
●真実ではない情報を外部通報し、社内を混乱させた社員を懲戒解雇できるか
●会社が、労働組合専従者の昇進を他の社員より早める労使慣行は、不当労働行為に該当するか

相談室Q&A

判例解説　─メンタルヘルス判例研究シリーズ〈第48回〉

産業医、弁護士から見た
判断のポイントと対応の留意点
阪神高速技研事件（大阪地裁　令 6. 5.21判決）
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小林真一郎　三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 調査部 主席研究員
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